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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構は、カンボジア王国政府から日本政府に対して提出された要請に基

づき、カンボジア王国の送変電システムの運営能力強化支援に係る情報を収集し、カンボジア王

国政府と協議を行うため、2012 年 6 月 3 日から 6 月 16 日まで、調査団を現地に派遣しました。 

調査団は、要請された内容を確認し、カンボジア王国側関係者との協議を通じ、本プロジェク

トの必要性、妥当性を確認するとともに、協力内容、対象者等を含む協力のフレームワークにつ

いて協議を行い、帰国後に資料を取りまとめ、ここに本報告書完成の運びとなりました。この報

告書が今後の本プロジェクトの立ち上げ推進にあたり、関係者の参考資料として活用されれば幸

いです。 

終わりに、調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

平成 24 年 10 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

産業開発・公共政策部長 入柿 秀俊 
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第１章 調査の概要 
 

１－１ 調査の背景 

カンボジア王国（以下、「カンボジア」と記す）は、経済成長に伴い、電力需要が 2003 年～2010

年の間に最大電力・発電電力量ともに年平均 20%以上の高い伸びを示し、これに対応するための

電源開発・電力供給計画の策定と着実な実施が課題となっている。カンボジア政府が、2010 年に

策定した国家開発計画「National Strategic Development Plan Update 2009-2013」の中では、電力セ

クターについては、供給力の確保、低廉な電気料金の実現、電力関係機関の能力強化の 3 分野に

重点が置かれている。 

これに対し、独立行政法人国際協力機構（Japan International Cooperation Agency：JICA）はこれ

まで主に以下の協力を実施している。 

・「電力技術基準及びガイドライン整備計画調査」（開発調査） 

火力発電・送変電・配電・水力発電・再生可能エネルギー・屋内配線の6分野を網羅する「電

力技術基準」を作成（2002年11月～2004年3月） 

・「電力セクター育成技術協力プロジェクト（フェーズ1）」（技プロ） 

「電力技術基準」のうち3分野（火力発電、送変電、配電）の細則の作成、鉱工業エネルギー

省（Ministry of Industry, Mines and Energy：MIME）、カンボジア電力庁（Electricity Authority of 

Cambodia：EAC）、カンボジア電力公社（Electricite Du Cambodge：EDC）に対する人材育成支

援等を実施（2004年9月～2007年9月） 

・「メコン地域電力ネットワーク整備事業（カンボジア成長回廊）」（有償資金協力） 

 シハヌークヴィル～カンポット間の送電線整備に円借款の供与（アジア開発銀行（Asian 

Development Bank：ADB）との協調融資）を実施（2007年3月L/A調印） 

 

「送変電システム運営能力強化プロジェクト」（以下、「本事業」）は、2007年度に案件採択（採

択案件名は「電力セクター育成技術協力プロジェクト（フェーズ2）」）され、上述の有償資金協力

事業の実施に伴い、有償技術支援-附帯プロとして実施することとなった。2007年10月には、第一

次事前評価調査を実施したが、その際にMIMEは「電力技術基準細則（屋内配線）の作成」、EAC

は「電力技術基準細則（水力発電）の作成」、EDCは「送電技術者の養成」及び「中央給電指令所

への支援」、3者共通で「水力開発についての実務能力の向上」と幅広い分野の協力が要請された

ため、スコープを絞り込むこととしたが、実施には至らなかった。他方、「電力技術基準細則（水

力発電）」は、「電力技術基準及びガイドライン整備計画調査フォローアップ調査」（2008年～2009

年）で作成された。 

この間、EDC では、日本をはじめとする海外ドナーの協力により、特に首都プノンペンを中心

とする南部地域で、基幹送電網の整備を推進しており、2009 年にはベトナムからの輸入電力を同

地域に供給する送電線を建設し、現在新規に完成する発電所からの電力を同地域に供給する送電

線等を建設中である。さらに 2012 年 1 月には、プノンペンに、世界銀行の支援により、電力系統

を適切にコントロールして、経済的かつ高品質な電力供給を可能にする中央給電指令所が建設さ

れている。 

一方、JICA が実施した「カンボジア国電力セクター基礎情報収集・確認調査」（2012 年 3 月）

によると、EDC には、これら新規に整備された設備の運用、維持・管理に関する能力・経験を有
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する職員が不足しており、電力の安定供給を行ううえでの大きな懸念材料となっていることから、

送変電分野に携わる EDC 職員の人材育成に焦点をあてた取り組みを進める必要性が指摘されて

いる。 

 

１－２ 調査の目的 

以上の経緯を踏まえ、本詳細計画策定調査では、EDC の送変電部門への技術協力計画について

検討を行うため、まずは関係実施機関の組織や予算、能力につき確認のうえ、本事業の目的及び

成果とそのために必要な投入についてカンボジア側と認識を十分に共有し、プロジェクト・デザ

イン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）（案）を作成する。協力枠組みについてカン

ボジア側との基本的な合意に至った場合、合意文書（Minutes of Understanding: MOU）のドラフト

を含む、先方との合意内容を協議議事録（Minutes of Discussion: M/D）に取りまとめ、署名交換を

行うこととする。なお、協議対象となるカンボジア政府機関は、EDC、MIME、EAC である。 

 

１－３ 相手国実施機関 

 カンボジア電力公社（EDC） 

 

１－４ 調査団員構成 

担当分野 氏 名 所  属 期 間 

総括 伊藤 晃之 JICA 産業開発・公共政策部 

電力課 課長  

2012.6.7～6.13 

電力人材育成企画 篠田 孝信 JICA カンボジア事務所 2012.6.4～6.12 

(現地参団) 

協力計画 内藤 武司 JICA 産業開発・公共政策部 

電力課 特別嘱託 

2012.6.3～6.13 

電力開発計画／送

変電設備維持管理 

小川 正浩 東電設計 株式会社 2012.6.3～6.16 

系統運用技術 秋元 政俊 東電設計 株式会社 2012.6.3～6.16 

評価分析 南村 亜矢子 合同会社 適材適所 2012.6.3～6.16 

 

１－５ 調査日程 

日程 
JICA 団員 

（伊藤課長） 

JICA 団員 

（篠田所員）

JICA 団員 

（内藤） 
コンサルタント団員 

1 6 月 3 日 日 
 

 
12:00 成田 16:30（TG643）バンコク 

18:15 バンコク 19:25（TG584）プノンペン 

2 6 月 4 日 月 

 8:30 JICA カンボジア事務所との協議 

14:30 EDC 総裁表敬（キックオフミーティング） 

16:00 EDC 送変電部へのインタビュー調査 

3 6 月 5 日 火 

 9:00 世界銀行とのディスカッション 

11:30 カンボジア電力庁（EAC）とのディスカッション 

14:00 サイト視察（National Control Center（中央給電指令所）、

Institute of Electrical Science（EDC 電力大学） 

4 6 月 6 日 水 
 10:00 EDC 送変電部へのインタビュー調査   

PM 団内打合せ（PDM 作成） 
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5 6 月 7 日 木 

12:00 成田  

16:30（TG643）バンコク 

18:15 バンコク  

19:25（TG584）プノンペン 

10:30 UNIDO とのディスカッション 

PM  団内打合せ（PDM 作成）  

6 6 月 8 日 金 

9:30 鉱工業エネルギー省（MIME）エネルギー局 副局長（Deputy Director General）表敬 

11:00 カンボジア電力庁 次官 （Vice Chairman)表敬 

AM EDC 送変電部へのインタビュー調査 

14:30 在カンボジア日本国大使館 大使表敬 

16:00 EDC との M/D 協議 

7 6 月 9 日 土 サイト視察(中央給電指令所、West Phnom Penh 変電所) 

8 6 月 10 日 日 報告書作成、団内打合せ 

9 6 月 11 日 月 
AM 団内打合せ（M/D, MOU 案) 

16:00 EDC との M/D 協議 

10 6 月 12 日 火 
9:00 ラップアップ協議（M/D 署名） 

16:30 JICA カンボジア事務所報告  

11 6 月 13 日 水 

10:05 プノンペン  

11:10（TG581）バンコク 

14:20 バンコク  

22:30（TG660）羽田 

 

伊藤課長に同じ フォローアップ調査 

12 6 月 14 日 木 

 

  

フォローアップ調査 

PM 世界銀行とのディス

カッション 

13 6 月 15 日 金 

 

  

フォローアップ調査 

AM EDC 電力大学へのイ

ンタビュー調査 

20:25 プノンペン  

21:30（TG585）バンコク 

23:50 バンコク  

14 6 月 16 日 土    8:10（TG642）成田 

 

１－６ 対処方針 

項目 対処方針 

１－６－１ 

調査の位置づ

け 

以下の事項について、先方関係機関との協議及び現地踏査を通して確認し、

先方政府との合意内容を協議議事録（M/D）として取りまとめ署名交換を行う。

協力枠組みについて関係機関との基本的な合意に至った場合、合意文書（MOU）

のドラフトを上記 M/D に添付することとする。 

１－６－２ 

協議の進め方

について 

 

 

 

 

現地調査冒頭に、EDC、MIME、EAC に対し、EDC 送変電部門の能力向上が

カンボジア電力セクターにとり最優先課題であるという日本側の課題分析を

説明し、本事業では EDC 送変電部門への技術協力を実施することについて合

意を得る。 

また、本事業に関連する EDC の中央給電指令所（National Control Center：

NCC）、EDC 電力大学（Institute of Electrical Science）、プノンペン近傍の変電所

の視察を行い、現状理解を踏まえたうえで、MOU（案）ドラフトの検討を行う。
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項目 対処方針 

１－６－３ 

技術協力プロ

ジェクトのス

キーム説明 

技術協力プロジェクトの特徴として、日本人専門家とカンボジア側カウンタ

ーパートによる協働事業である点を説明する。また、Project Design Matrix

（PDM）等の案件監理ツールについても概要を説明するとともに、（専門家の

活動のみを記載するものでなく）双方が共同で達成すべき目標・成果を記載す

るものである点を確認する。 

１－６－４ 

協力実施内容

(MOU 案)の確

認 

 

MOU（案）の内容について協議、修正のうえ合意を形成する。 

(1) 案件名 

 以下の【変更案】を提案し、合意を得る。 

 

【採択案件名】 

（和）カンボジア国電力セクター育成技術協力プロジェクト（フェーズ 2） 

（英）Capacity and Institutional Building of the Electric Power Sector (Phase2) 

 

 【変更案】 

（和）送変電システム運営能力強化プロジェクト 

（英）Project for Improvement of Transmission System Operation and Maintenance

  

(2) 協力期間及び活動地域 

  2.5 年間、プノンペンを提案し、合意を得る。 

 

(3) 協力の内容 

以下をもとに PDM（案）を作成し、内容について合意を得る。上位目標を

「プノンペン系統内で電力が安定的に供給される」（プノンペン系統内の需

要家一軒あたりの停電時間及び停電回数等を指標）、プロジェクト目標を「プ

ノンペン系統内における、EDC 送変電部の、設備運用・ネットワーク運用の

能力が向上する」とし、協力の具体的な内容は以下の 2 点とする。 

 

①プノンペン系統内における EDC の送変電部門の運用維持管理能力の向上 

 ・EDC 送変電部において、変電所や送電設備の巡視・点検・点検時の機器操

作及び作業安全についての社内ルールをカウンターパート（Counterparts of 

Project：C/P）と共同で作成する。 

・モデルとなる変電所を選定し、作成したルールに基づき機器操作・巡視・

点検の訓練を実施し、ルールの浸透を図る。 

・保守点検作業を安全に実施するための資機材を整備し、それを用いた訓練

を実施する。 

・現地での研修に加え、C/P に当該分野の日本における実例を紹介するため、

本邦研修を実施する。 

 

②EDC の系統運用業務（中央給電指令所）の実施体制の基盤整備 

・担当職員に対する送電系統運用業務の基礎技能（遠隔制御システム

（Supervisory Control And Data Acquisition：SCADA）・通信・保護リレー整

定等）習得についてのプログラムを整備する。 
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項目 対処方針 

・プログラムに基づいたトレーニングを実施する。 

なお、今回整備するプログラムが、EDC 研修センターが実施する同分野の

研修プログラムの改善に資するものとなるようにする。 

 

(4) 実施体制 

EDC では、送変電設備の維持管理及び中央給電指令所の運営は、送変電部

（総人員約 120 名）が担当しており、本事業の技術移転の主な対象は同部の

技術者（エンジニア）が想定される。EDC では、技術者の育成は、研修セン

ターが実施していることから、本事業の実施にあっては同センターとの連携

も必要となることが予想される。他方、同センターは 2012 年 8 月に「Institute 

of Electrical Technology」に改組のうえ、教育省の管轄の大学となる予定との

ことである。こうした留意事項を念頭に、実施体制についてカンボジア側と

協議する。 

また、プロジェクト全体の調整機構として合同調整委員会（ Joint 

Coordination Committee：JCC）を構成する必要があることから、メンバーに

ついてカンボジア側と協議する。 

 

実施体制及び JCC メンバー構成の案は以下のとおり。 

【実施体制（案）】 

・ Project Director （ overall responsibilities of the administration and 

implementation）    

Deputy Managing Director, Planning and Techniques, EDC 

・Project Manager（responsibilities on the managerial and technical matters） 

  Director, Transmission Department, EDC  

・Other counterparts 

    

【JCC メンバー（案）】 

(1) Chairperson: Project Director 

(2) Members: 

  Cambodia side 

   Project Manager, Counterparts 

  Japanese side  

   Chief Advisor and other experts 

Representative(s) from JICA Cambodia Office 

 

(5) 投入内容については本詳細計画策定調査にて検討する。 

①日本側 

 ・長期専門家 

 ・短期専門家 

 ・機材供与 ＊機材リスト案を現地調査前に作成し、提示 
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項目 対処方針 

 ・C/P 研修 

②カンボジア側 

・カウンターパートの配置 

・専門家執務スペース及び必要な家具等 

１－６－５ 

詳細計画策定

に必要な情報

の収集及び確

認事項 

  EDC の送変電部門の能力強化に向けた、現状把握・課題抽出・今後の方向

性の検討に関連する情報の収集に焦点をあてる。 

 

(1) カンボジア政府の電力関係機関の状況 

・ MIME の General Department of Energy（電気事業を所掌）の予算、組織・

人員体制 

・ EAC の予算、組織・人員体制 

・ EDC の中長期の経営計画、組織・人員体制、財務資料 

 

(2) カンボジアにおける電力政策及び開発計画の現況 

・ カンボジア政府の国家開発政策における電力関連政策 

・ 電源開発計画の最新の動向 

・ 送電線建設計画の最新の動向 

・ 地方電化計画 

・ 電気料金制度 

・ 近隣国との送電系統連系（メコン連系）の強化に向けた取り組みの現

状 

 

(3) EDC の送変電部の現況 

・ 送変電部の人員体制 

・ 設備の設計・改修に携わる技術職員の能力、育成状況 

・ 設備の維持・管理に携わる技術職員の能力、育成状況 

・ 年間の停電時間（回数）、事故、労災の発生状況とその原因 

・ 変電所の運営状況（人員、運用ルール、現在の課題等） 

・ 送電設備の維持管理状況（保守点検体制、事故の状況等） 

 

(4) 中央給電指令所の現況 

・ 中央給電指令所の組織・人員体制 

・ 設備の運用・維持管理状況 

・ 運用開始に向けた具体的な課題点 

 

(5) EDC 研修センターの現況 

・ センターの組織、予算、人員体制、トレーナー育成状況 

・ 送変電分野の社内向け研修プログラムの内容と実施状況 

・ 現在の研修プログラムについての課題と期待 

・ 大学（Institute of Electrical Technology）化に向けた取り組み状況 

・ 訓練設備・用具の管理体制 

・ 他ドナーからの支援の状況 



－7－ 

項目 対処方針 

(6) 他ドナーの動向 

・ ADB が 2012 年から実施予定の「Rural Electrification Project」のうち、

EDC への技術協力部分の内容 

・ 世界銀行が実施した中央給電指令所建設支援の内容 

 

１－６－６ 

プロジェクト

コンセプトの

大筋合意 

MOU の署名に向け、先方負担事項等を説明し、協議を行う。 

 

MOU 記載項目 協議対象

【表紙】 

・署名者   

【THE ATTACHED DOCUMENT】 

・カウンターパート機関   

【PROJECT DOCUMENT】 

I. BACKGROUND   

II. OUTLINE OF THE PROJECT   

 1. Title of the Project   

 2. Overall Goal  

 3. Project Purpose   

4. Outputs   

 5. Activities  

 6. Inputs   

 5. Implementation Structure   

 6. Project Site and Beneficiaries   

 7. Duration   

 8. Reports   

III. IMPLEMENTIG ARRANGEMENTS  

 1. Administration of the Project   

 2. Evaluation   

 3. Undertakings of EDC   

 4. Mutual Cooperation   

【ANNEX】  

I. PDM   

II. Tentative PO   

III. Project Implementation Structure   

IV. Tentative List of Equipment   

V. Joint Coordination Committee   

VI. Summary of EX-ante Evaluation Sheet   

・ II. OUTLINE OF THE PROJECT については、PDM にて協議 

１－６－７ 

安全管理 

日本人専門家の活動の可能性や方法等について、JICA 事務所、日本大使館、

先方実施機関と意見交換を行う。 
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１－７ 主要面談者 

(1) EDC  

・Mr. Keo Rottanak; RGC Delegate in charge of Managing EDC 

・Dr. Chan Sodavath; Deputy Managing Director, Planning and Techniques 

・Mr. Nou Sokhon; Director of Transmission Department 

・Mr. Oum Piseth; Director of Institute of Electrical Science 

(2) MIME 

・Dr. Bun Narith; Deputy Director General, General Department of Energy 

(3) EAC 

・Mr. Hul Kunnak vuth; Vice Chairman 

・Dr. TY Thany; Executive Director 

・Mr. Theng Marith; Director of Generation and Transmission 

(4) 在カンボジア日本国大使館 

・黒木雅文大使 

・横山博之一等書記官 

(5) JICA カンボジア事務所 

・鈴木康次郎所長 

・平田仁次長 
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第２章 協議結果の概要 
 

２－１ 協議結果 

本調査において、PDM（案）を作成し、協力枠組みについて EDC と協議の結果、基本的な合

意に至り、合意文書（MOU）のドラフト含む先方との合意内容を協議議事録（M/D）に取りまと

め、署名交換を実施した。その後、2012 年 9 月に MOU の締結を実施した。 

 

２－２ 団長所感 

カンボジア関係者並びに在カンボジア大使館より、本技プロに関する重要性、期待、支持が確

認できた。カンボジアの電力系統の拡大計画、既往円借款事業との相乗効果にかんがみれば、創

設間もない EDC 送電部に対する技術協力は時期を得たものであり、その必要性は高い。引き続き、

EDC 上層部の関与を引き出しつつ、MIME や EAC 等にプロジェクトの進捗を共有するなどして、

カンボジア政府全体からのサポートを取り付けていくことが望ましい。 

世界銀行の支援により建設された中央給電指令所（NCC）は通信接続の遅延などのため稼働を

開始出来ていないことから、本技プロによる系統運用に対する支援の在り方が議論となった。EDC

とコントラクター（SCADA・シミュレーター：GE、通信：アレバ・CCTPG（中国））の契約事項

の仲裁を JICA が行うことは必ずしも適切でなく、EDC による対応を強く促し、本年９月末まで

の対応が約された。プロジェクト開始は 2013 年明けで合意できたことから、時間的な猶予はある

が、引き続きプッシュしていく必要がある。一方、仮に NCC の操業が遅延したとしても系統運

用業務に対し対応可能な部分は多いものの、工程上の NCC 稼働以前においても実施可能な業務

を前半部分に設定するととともに、プロジェクト開始直後に通信専門家による状況確認と必要で

あれば EDC への助言を可能とすることで対応することとした。 

EDC 総裁からは、本技プロに対する期待はもちろんのこと、EDC がカンボジア政府との関係で

直面している問題（①転貸問題（対外借入の経済財政省（Ministry of Economic and Finance：MEF）

からの転貸条件が厳しすぎる。無償案件すらも転貸されるケースがある）、②総選挙を来年に控え

電気料金改定がままならぬばかりか、一般家庭向け料金にかかる VAT まで EDC 負担となってい

ること、③地方電化は必要なるも EDC への財務負担を補助するための地方電化基金（REF）が機

能していないこと、④政府関係機関による電力料金延滞等）に関して、他ドナーと共同してカン

ボジア政府への働きかけへの期待が表明された。これらの点は、データに基づく分析を踏まえ、

ドナーとの協調枠組みや政策協議の機会等を捉えて、取り組むことが期待される。 

本技プロは送変電設備の維持管理及び系統運用と多岐にわたり、投入される専門家の数も多い。

技プロの団長は往往にしてプロジェクトのみに注力されることが散見されるが、Chief Adviser に

はチーム全体のマネジメントに加え、上記のような政策イシューにも視野を広げ、EDC のみなら

ず MIME、EAC 等の電力関係機関に事業の意義、進捗、懸案をインプットしていく役割も期待し

たい。 
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第３章 電力セクター基本情報 
 

３－１ 電力セクター概要 

３－１－１ 電気事業体制 

2001 年 2 月 2 日に公布された電気事業法は、電気事業の運営に関する基本的な考え方、民

間投資や商業運転のために必要な条件整備、電力供給設備の民間運営の促進、競争環境の原理

原則などを定めている。この中で、全国大での安定した電力供給サービスを実現するために、

電気事業法で定められている義務を実行する独立規制機関として、カンボジア電力庁（EAC） の

設立を決定し、鉱工業エネルギー省（MIME）には電力セクターの管理方針・諸施策・計画な

どの権限を与えている。カンボジア電力公社（EDC） は同国最大の電気事業組織であり、基幹

発送電、給配電を行っている。EDC は、MIME と経済財政省（MEF）の共同保有である。カ

ンボジアの電気事業体制は、図 3-1 のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１ カンボジア電力セクターにおける電気事業体制 

 

３－１－２ 電力需給 

(1) 発電電力量 

図 3-2 に、カンボジアの供給電力量の推移を示す。2007 年に 115kV 送電線によるタイ

からの電力輸入、2009 年に 230kV 送電線によるベトナムからの電力輸入、2010 年に 22kV 

配電線によるラオスからの電力輸入が開始され、2010 年における供給電力量のうち、輸入

によるものが占める割合は 61.5%になっている。 
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図３－２ 供給電力量の推移 

 

カンボジア国内の発電電力量の発電事業者別内訳を図 3-3 に示す。2010 年には、発電電

力量の 91%を独立系発電事業者（Independent Power Producer：IPP）が発電している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－３ 発電事業者別発電電力量 

 

(2) 販売電力量 

2003 年から 2010 年までの全国の販売電力量の推移を図 3-4 に示す。2003 年から 2010 年

までの年平均増加率は 20.9%であり、経済成長に伴って急激に販売電力量が伸びている。

この増加率は、第 2 位のベトナム（15%）を大きく上回り、アジアで最も高い（図 3-5）。 
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図３－４ 販売電力量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－５ アジア各国の近年の電力需要増加量、年平均増加率 

Source：Energy Statistics of Non-OECD Countries 2008 Edition 
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３－１－３ 電力設備 

(1) 発電設備 

カンボジアにおける発電種別の発電設備容量及び発電電力量を表 3-1 に示す。設備容量、

発電電力量とも、全体の 90%以上がディーゼルまたは軽油によるものであり、そのことが

近隣国に比して高い電気料金の要因となっている。 

 

表３－１ 発電種別発電設備 

発電種別 
設備容量（kW） 発電電力量（GWh） 

2009 年 2010 年 2009 年 2010 年 

水力 13,350 13,330 47.425 31.734 

ディーゼル

軽油 
340,003 327,972 1152.650 898.730 

バイオマス 5,776 5,776 6.486 5.819 

石炭 13,000 13,000 28.033 32.081 

合計 372,129 360,078 1234.594 968.364 

 

IPP の 2010 年における発電設備と発電電力量を表 3-2 に示す。小規模の発電所が大部

分であり、100MW を超えるような中規模・大規模の発電所はない。 

 

表３－２ IPP 発電設備及び発電電力量 

事業者名 設備設置場所 売電先 
設備容量 
（kW） 

発電電力量 
（GWh）

Cambodia Utilities Pte. 
Limited

C 2 Power Plant, Phnom Penh
EDC Phnom 

Penh
37,100 120.223 

CETIC International 
Hydropower Deve- 
lopment Co., Ltd

Kirirom Plateau of Koh kong 
Province, （Koh Kong and 

Kampong Speu） 

EDC Phnom 
Penh 

12,000 24.194 

Khmer Electrical Power 
Co., Ltd 

Phum Dam Nak Thom, 
Sangkat Steung Mean Chey 

（Phnom Penh）

EDC Phnom 
Penh 

48,192 230.384 

City Power Group 
Corporation 

Phum Tror Peang Chrey, 
Sangkat Kar Kap, Khan Dang 

Kor （Phnom Penh）

EDC Phnom 
Penh 

8,100 18.273 

Colben Energy 
（CAMBODIA） Ltd 

Land Lot No. 283, Phum 
Boung Salang, Sangkat Russey 

Keo, Phnom Penh 

EDC Phnom 
Penh 

21,400 35.795 

Colben Energy 
（CAMBODIA） Ltd 

EDC’s power plant, Phum No. 
3, Khum no.3, Sngkat Mita 

Pheap, sihanoukville 

EDC 
Sihanoukville

14,600 51.522 

SHC （Cambodia） 
International Pte Ltd 

Rattanakiri's power plant 
EDC 

Rattanakiri
800 4.653 

（Cambodia） Electricity 
Private Co, Ltd 

Phum Tuol Pongro, Sangkat 
Chom Chao, Khan Dang Kor, 

Phnom Penh 

EDC Phnom 
Penh 

48,192 247.286 
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Kampot Power Plant co., 
Ltd 

Cement factory of Kampot 
cement Co., Ltd at Banteay 

Meas District, Kampot 
Province 

Kampot 
Cement Co. Ltd 
（Industry） 

23,160 57.939 

SL Garment Processing 
（Cambodia） Ltd 

Phum Russey, Sangkat 
Steungmeanchey, Khan 
Meanchey, Phnom Penh 

EDC Phnom 
Penh 

 
4,500 4.046 

Han Seng Land and 
Property Co. Ltd 

Khum Roleab, Sampouvmeas 
District, Pursat Province 

Nareth Co. Ltd 
Electricity 

Development
2,000 6.873 

S.O.K. Company Limited
Road No.1, Group 7, Phum 7, 

Khum khsam, Kampong 
Chhanang 

Sovanny 
Electricity 

Development 
Co. Ltd 

2160 5.331 

Sovanna Phum Investment 
Co., Ltd

Khum Samrong Thom, Kean 
Svay District, Kandal Province

EDC Phnom 
Penh 

13,000 32.081 

Tai Seng Import Export & 
Construction Co. Ltd

Khum Kachanh, Banlung 
District, Ratnakiri Province

EDC 
Rattanakiri

1,200 1.705 

Kratie City Power Co., Ltd
Phum O-Reusey 2, Khum 
O-Reusey, Kratie District, 

Kratie Province 

Electricity of 
Kratie Province 

1,670 5.112 

GTS Power Ltd 

Phum Beung Kok, Khum 
Beung Kok, Kampong Cham 

District, Kampong Cham 
Province 

EDC Kampong 
Cham 

7,500 31.388 

Sinohydro Kamchay 
Hydroelectric Project Co. 

Ltd 
Trial run of part plant EDC Kampot  3.951 

 

(2) 流通設備 

a.送電設備 

国内の 115kV～230kV の送電設備を、表 3-3 に示す。2012 年 3 月現在、230kV 送電線で

は、ベトナム～タケオ及びタケオ～プノンペンの 2 系統、115kV 送電線では、プノンペン

周辺の送電系統、Kirirom1 水力発電所からプノンペンへの送電系統、タイ国境からのシェ

ムリアップ及びバタンバンへの送電線（タイからの電力輸入を行うための送電設備を BTO

で実施しているカンボジアの民間企業 CPTL 社が所有）がある。 

 

表３－３ 送電設備 

起点 終点 電圧（kV） 距離（km） 所有者 

Vietnam Border  Takeo GS  230 50.1 EDC

Takeo GS  GS 4 Phnom Penh  230 45.9 EDC

Kirirom hydro  GS Kampong Speu  115 65.2 EDC

GS Kampong Speu  GS 1 Phnom Penh  115 46.2 EDC

KEP  GS 4 Phnom Penh  115 24.6 EDC

KEP  GS 2 Phnom Penh  115 6.6 EDC
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CEP  GS 2 Phnom Penh  115 7 EDC

CEP  GS 3 Phnom Penh  115 5 EDC

GS 1 Phnom Penh  GS 3 Phnom Penh  115 11.3 EDC

GS 4 Phnom Penh  T - Connection  115 31.7 EDC

Thai Border  Industrial Estate GS  115 4 CPTL

Industrial Estate GS  Banteay Meanchey GS 115 43 CPTL

Banteay Meanchey GS Siem Reap GS  115 85 CPTL

Banteay Meanchey GS Battambang GS  115 53 CPTL

 

その他には、大規模な送電系統は存在せず、独立した配電系統により電力が供給されて

いる。首都圏及び地方都市部においては、EDC が比較敵規模の大きい系統により電力供給

を実施しており、首都圏（プノンペン）をはじめとして、シアヌークビル、シェムリアッ

プ、コンポンチャム、バタンバン、タケオの 6 つの独立系統を有している。EDC の所有し

ている。送電線は 10 線路である。 

さらにプノンペン周辺送電系統図を図 3-6 に示す。 

 



－16－ 

 

図３－６ プノンペン送電系統図 
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b.変電設備 

カンボジア国内の変電設備を、表 3-4 に示す。EDC の所有する変電所は 6 カ所であり、

残りは CPTL 社が所有している。 

 

表３－４ 変電設備 

変電所名 
変圧器 22 kV フィーダ

ーの接続数 
所有者 

kV MVA 

GS1 

115/22/15 
30/30/12（ONAN）

21 EDC 
50/50/20（ODAF）

115/22 
30（ONAN） 

50（ODAF） 

GS2 

115/22/15 
30/30/12（ONAN）

20 EDC 
50/50/20（ODAF）

115/22 
30（ONAN） 

50（ODAF） 

GS3 

115/22 
30（ONAN） 

17 EDC 
50（ODAF） 

115/22 
30（ONAN） 

50（ODAF） 

GS4 

230/115 200 

10 EDC 
230/115 200 

115/22 50 

115/22 50 

Takeo 230/22 16 2 EDC 

Kampong Speu 115/22 6.3 6 EDC 

Banteay Meanchey 115/22 25 2 CPTL 

Siem Reap 115/22 50 5 CPTL 

Battambang 115/22 25 2 CPTL 
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c. 配電設備 

EDC が所有する配電設備は、表 3-5 のとおりである。電圧構成は中圧 22kV、低圧 400/220V

に統一されることになっている。カンボジアでは、信頼度向上、ロス低減、周辺国とので

電圧レベルを合わせるために、現時点で 90%以上が 22kV となっている。 

 

表３－５ EDC における配電設備 

 

中圧線（km） 低圧線（km） 

架空線 地中線 合計 架空線 地中線 合計 

Phnom Penh、 

Kandal 
581.13 351.51 932.64 829.92 135.95 965.87 

Kampong Speu 59.21 1.73 60.94 71.45 1.73 73.18 

Sihanoukville 38.91 30.21 69.12 82.36 6.87 89.23 

Siem Reap 107.69 84.37 192.06 193.05 31.91 224.96 

Kampong Cham 45.08 4.10 49.18 106.48 106.48 

Pohneakrek 23.59 23.59 15.96 15.96 

Memut 23.10 23.10 26.07 26.07 

Takeo 30.65 1.11 31.76 72.29 1.86 74.35 

Battambang 362.34 5.06 367.40 172.16 1.67 173.83 

Banteay 

Meanchey 
27.30 2.24 29.54 106.71 0.51 107.22 

Monkulborei 15.27 0.06 15.33 33.63 0.28 33.91 

Kampot 66.17 2.25 68.42 78.45 0.80 79.25 

Kampong Trach 25.05 25.05 20.13 20.13 

Prey Veng 54.02 0.27 54.29 42.74 0.16 42.90 

Steung Treng 75.34 1.85 77.19 33.81 0.44 34.25 

Svay Rieng 124.20 3.78 127.98 106.00 1.52 107.52 

Bavet 11.21 11.21 20.16 0.37 20.53 

Mondulkiri 27.53 0.47 28.00 32.00 32.00 

Keosyma 20.00 20.00 24.00 24.00 

Ratanakiri  

（*Part = 10 kV） 
19.90* 0.35 20.25 33.40 0.35 33.75 

 

３－２ 電源開発計画 

電源開発計画は、IPP による大規模水力開発が中心であり、2017 年までに、合計 1,816MW（内

訳：水力 916MW、火力 900MW）の発電所が運転を開始する計画となっている。 

 

３－２－１ 需要想定 

これまでカンボジアにおいて、表 3-6 に示す需要想定が行われている。 
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表３－６ 需要想定を実施したプロジェクト 

No. 実施プロジェクト名 年月 実施者 

1 Strengthening Energy Planning in the Department of Energy 1996 年 10 月 ADB 

2 
Power Transmission Master Plan & Rural Electrification 
Strategy 

1998 年 6 月 WB 

3 
Feasibility Study on the Sihanoukville Combined Cycle Power 
Development Project in the Kingdom Cambodia Progress 
Report 

2000 年 8 月 JICA 

4 Update of Power rehabilitation 2 Project Preparation Study 2001 年 3 月 ADB

5 Electric Power Development in Cambodia 2002 年 6 月 
Cam-Tai 

Electric Power 
Co.、Ltd.

6 
TA project no. 5920-reg indicative Mater Plan on Power 
Interconnection in GMS Countries 

2003 年 8 月 ADB 

7 
Rural Electrification and Transmission Project & Great 
Mekong Sub-region Power Project 

2006 年 12 月 WB 

 

表 3-6 のうち、公式な需要想定として活用されているのは、2006 年に世界銀行が実施した

“ Rural Electrification and Transmission Project & Great Mekong Sub-region Power Project”で実施し

たものである。この需要想定は、EDC の供給エリアの需要想定だけでなく、REE が供給する電

力需要やバッテリーによる電力消費などの需要も含んだ州単位の需要想定である。 

2010 年には MIME、EAC 及び EDC がこれに、2009 年までの需要実績を加えたものをベース

として、2024 年までの州単位で需要想定を実施している。さらに、州全体の電力需要から各系

統への接続率と負荷率を考慮し、主要系統における需要想定した結果が、図 3-7 である。なお、

想定は、High、Base、Low の 3 ケースであり、GDP の成長率を 6、5、3%に設定したものであ

る。最大電力は、年平均 High、Base、Low の 3 ケースの年平均伸び率は、20%、15.3%、6.7%

程度である。さらに図 3-8 に国全体の電力消費想定を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－７ カンボジアの最大電力想定 
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図３－８ カンボジアの最大消費電力想定 

 

３－２－２ 電源開発計画 

2012 年 1 月時点での電源開発計画は、表 3-7 及び 3-8 のとおりである。表 3-7 は既に電力購

入契約（Power Purchase Agreement：PPA）が締結されているプロジェクトである。これらは、

工事進捗の状況がカンボジア政府に提出されており、若干の運開時期の変更がある可能性もあ

るが、ほぼ予定どおり運開できるものと考えられている。表 3-8 は、FS 実施前など計画段階の

発電所である。 

 

表３－７ 数年以内の電力開発計画 

プロジェクト 
発電 
種別 

設備容量

（MW）

運開 
時期 

事業者 現況 
接続する 
変電所 

送電線

電圧 

1 Kamchay 水力 194.1 2012 年 
Sinohydro Kamchay 

Hydroelectric  Project 
Co. Ltd. （China） 

建設中 

180MW: 
Kampot S/S 

14.1MW: 
Local 

180MW: 
230kV 

14.1MW: 
22kV 

2 Kirirom III 水力 18 2012 年 
CETIC Hydropower 

Development  Co. Ltd. 
（China） 

建設中 
Kirirom I 

P/P 
115kV

3 Stung Atay 水力 120 2012 年 

C.H.D. （Cambodia） 
Hydropower  

Development Co. Ltd. 
（China） 

建設中 O'soam S/S 115kV

4 Stung Tatay 水力 246 2013 年 
Cambodian Tatay 

Hydropower Limited. 
（China） 

建設中 O'soam S/S 230kV 

5 
Lower Stung Russei 
Churum 

水力 338 2013 年 

China Huadian Lower 
Russei Churum 

Hydroelectric Project  
（Cambodia） Company 

Limited （China） 

建設中 O'soam S/S 230kV 

6 

100 MW Coal Fired 
Power Plant on BOO 
Basin in the Preah 
Sihanouk Province 

石炭 100 2013 年 
Leader Universal 
Holding Berhad  
（Malaysia） 

建設中 

Sihanouk 
Province 
Terminal 

S/S 

230kV 
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7 

270 MW Phase 1 of 
the 700MW Coal 
Fired Power Plant on 
BOO Basin in the 
Preah Sihanouk 
Province 

石炭 270

2014 年 
（135MW）

2015 年 
（135MW）

Cambodia International 
Investment Development 
Group Co. Ltd. （China）

EDCと PPA
締結済 

Preaah 
Sihanouk 
Province 
Terminal 

S/S 

230kV 

8 

100 MW Coal Fired 
Power Plant on BOO 
Basin in the Preah 
Sihanouk Province 

石炭 100 2016 年 
Cambodia International 

Investment Development 
Group Co. Ltd. （China）

EDCと PPA
締結済 

Sihanouk 
Province 
Terminal 

S/S 

230kV 

9 

430 MW Phase 2 of 
the 700MW Coal 
Fired Power Plant on 
BOO Basin in the 
Preah Sihanouk 
Province 

石炭 430 2017 年 
Cambodia International 

Investment Development 
Group Co. Ltd. （China）

F/S 実施済 

Sihanouk 
Province 
Terminal 

S/S 

230kV 

 

表３－８ 調査中の電力開発計画 

 
プロジェクト 

発電 
種別 

設備容量 運開予定年 事業者 現況 

1 Steung Sen 水力 38.0 MW 2015 年 
Royal Group
（Cambodia） 

LoP:PreF/S 

2 Chhay Areng 水力 108 MW 2016 年 
China Southern Power 

Grid Co.、 Ltd 
（CSG） 

LoP:PreF/S 

3 Prek Laang 水力 90 MW 2016 年 KTC（Korea） LoP:PreF/S 

4 Lower Sesan 2 水力 400.0 MW 2016 年 EVNI（Vietnam） Under negotiation 

5 Prek Leang 1 水力 64.0 MW 2016 年 KTC（Korea） LoP:PreF/S 

6 Prek Leang 2 水力 64.0 MW 2016 年 KTC（Korea） LoP:PreF/S 

7 Lower Sesan 3 水力 375.0 MW 2017 年 KTC（Korea） - 

8 Steung Pursat 1 水力 40.0 MW 2017 年 KTC（Korea） LoP:PreF/S 

9 Steung Pursat 2 水力 17.0 MW 2017 年 
Guangxi Guohong

（China） 
LoP:PreF/S 

10
Steung Battambang 
1 

水力 24.0 MW 2017 年 KTC（Korea） LoP:PreF/S 

11
Steung Reussei 
Chrom Upper 

水力 32.0 MW 2017 年 KTC（Korea） LoP:PreF/S 

12 Sre Pok 3 水力 330.0 MW 2018 年 
China Huadian 

Corporation 
- 

13 Sre Pok 2 水力 235.0 MW 2018 年 
China Huadian 

Corporation 
- 

14 Steung Treng 水力 980.0 MW 2018 年 IDICO MOU:PreF/S-F/S 

15 Sekong 水力 148.0 MW 2018 年 EVNI（Vietnam） MOU:PreF/S-F/S 

16
Steung Reussei 
Chrom Kandal 

水力 125.0 MW 2018 年 KTC（Korea） LoP:PreF/S 

17 Sambour 水力 2,600.0 MW 2019 年 
China Southern Power 

Grid Co.、 Ltd 
（CSG） 

LoP:PreF/S 

18
Steung Battambang 
2 

水力 36.0 MW 2019 年 KTC（Korea） LoP:PreF/S 
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３－２－３ 流通設備計画 

送電線開発は表 3-9 のとおりである。また、現在の電力系統構成と開発計画は図 3-9 のとお

りである。 

 

表３－９ 送電線開発計画 

  線路名 電圧（kV） 完成予定年 Source  現況 

1 Takeo – Kampot  230 2012 年 KfW（Germany）（Grant） 完成 

2 

WPP – Kampong 

Chhnang – Pursat - 

Battambang  

230 2012 年 

Chinese Private Company 

（Cambodia Power Grid） 

（BOT）  

ほぼ完成 

3 
NPP - Kampong 

Cham  
230 2012 年 

Malaysian Private 

Company（Cambodia 

Transmission Limited） 

（BOT）  

建設中（35%）

4 Stung Atay – O’ soam 115 2012 年 

Chinese Private Company 

（Cambodia Power Grid） 

（BOT）  

建設中 

5 O’ soam - Pursat  230 2012 年 

Chinese Private Company 

（Cambodia Power Grid） 

（BOT）  

建設中（70%）

6 
Kampot - 

Sihanoukville  
230 2013 年 ADB、JICA （loan）  建設中 

7 
Lower Russey Chrum 

– O’soam  
230 2013 年 

Chinese IPP （China 

Huadian）  
建設中 

8 Stung Treng - Kratie  115 2015 年 India （loan）  F/S 中 

9 
Kampong 

Cham-Kratie  
115 2015 年 

Leader （Malaysia） & LYP 

group （Cambodia） 

（BOT）  

F/S 中 

10 WPP - Sihanoukville  230 2016 年 
Chinese Private Comapnay

（CHMC） （BOT）  
F/S 済 

11
EPP - Neak Loeung – 

Svay Rieng  
115 2018 年 

Chinese Private Comapnay

（CHMC） （BOT）  
F/S 中 

12 
NPP - Chhay Areng – 

O’soam  
230 2018 年 TBD  F/S 前 

13 

Kampong Cham – 

Kampong Thom – 

Siem Reap  

230 2019 年 KTC（Korea） （BOT）  F/S 前 

 

 

 



－23－ 

３－２－４ 国際連系計画 

表 3-9 送電線開発計画のうち、国際送電線連系線は表 3-10 のとおりであるが、いずれの送電

線ともに現在融資が凍結されており、運転開始が大幅に遅滞する見込みである。 

 

表３－10 国際連系線開発計画 

 線路名 電圧（kV） 完成予定年 Source  現況 

1 Stung Treng - Lao  230 2014 年 TBD  F/S 済 

2
Kratie - Lower 

SeSan2 – Vietnam 
230 2017 年 TBD  F/S 中 
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図３－９ 送電系統図と開発計画
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第４章 送変電システム運用の現状と課題 
 

４－１ EDC 送変電部の概要 

EDC 送変電部は、2007 年に送配電部が送変電部と配電部に分割されて設立されたものであり、

EDC が所有する 230kV 及び 115kV 送変電設備の維持管理・運転を担っている。同部は、 

・Transmission Unit：送電線及び変電所の維持管理・運転を担当（約 120 名） 

・National Control Center（NCC）：給電指令を担当（約 50 名） 

・Relay Protection Office：保護リレーの維持管理・整定を担当（約 20 名） 

の 3 部署からなっている。 

 

４－２ 送変電設備の維持管理状況と課題 

Transmission Unit は、その人員の大部分が元配電部門の技術者で構成されており、一部はベト

ナム電力グループ（EVN）の研修所で訓練を受け、送変電設備の維持管理技術を保持している。

しかし Unit 全体で見ると、その技術は発展途上の段階であり、保守・点検作業については、JICA

の有償資金協力事業「メコン地域電力ネットワーク整備事業（カンボジア成長回廊）」のソフトコ

ンポーネントの中で、中国電力株式会社が 2009 年に提案した安全ルールに基づき、設備点検チェ

ックシート等を活用した最低限の作業を実施している状況である。また設備維持管理に必要な機

器類についても、2009 年にある程度整備されているが、これらを有効に活用できていない状況と

考えられる。 

そこで、Transmission Unit で送変電設備を維持管理している Transmission Section （25 名）、

Substation Section （20 名）を対象に、巡視、点検、修繕、作業安全等のルールを定め、そのルー

ルに基づき設備の維持管理ができる能力を強化する研修プログラムが必要不可欠であると考えら

れる。 

・送電設備：①巡視、②点検、③修繕、④作業安全 

・変電設備：①巡視、②点検、③修繕、④作業安全、⑤変電所機器操作 

 

４－３ 中央給電指令所の運用状況と課題 

４－３－１ 中央給電指令所の運用状況 

(1) 中央給電指令所建設の経緯 

中央給電指令所の建設は、世界銀行の「Rural Electrification and Transmission Project」（2003

年～2012 年 1 月）の中で実施された。しかし、建設工程の遅れに、世界銀行の対カンボジ

ア融資の中断（第 5 章参照）という問題が重なった結果、中央給電指令所は、2012 年 1 月

31 日、通信ネットワーク設備の未整備により運用が出来ない状況のまま、EDC に引き渡さ

れることとなった。 

 

(2) 設備の整備状況 

中央給電指令所には、本調査実施時点で、オンラインで電圧や電力潮流等の電気諸量デ

ータを表示する SCADA システム、電気諸量データを記録・保存処理するためのシステム、

電力潮流計算等の基本的な系統計算システム、訓練用シミュレーター等、給電所に必要な

基本的な機能を持つハード・ソフトは設置・導入済みである。 
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しかし、オンラインデータ表示のために電気諸量データを受信する通信回線・コミュニ

ケーションシステムは、ハードのみ設置されている状態で、現在も外部との接続作業が続

いている。具体的には、中央給電指令所と、系統内の 7 カ所の火力発電所及び 4 カ所の水

力発電所との間を接続する通信回線・コミュニケーションシステムが未接続である。これ

は、各発電所の通信プロトコルと、中央給電指令所に繋がる新設通信回線の通信プロトコ

ルとが異なり、その繋ぎこみ作業が難航しているためである。さらに、中央給電指令所の

通信回線ターミナル装置（Remote Terminal Unit：RTU）については、EDC はメーカーから

マニュアルを入手しておらず、運用への影響が懸念される。 

また訓練用シミュレーターについても、運用には、SCADA 経由で得られるオンライン

電気諸量データを、シミュレーターシステムに取り込み、これを加工することにより使用

することが前提となっていることから、現状では使用できない状態である。 

    

４－３－２ 中央給電指令所の運用開始に向けた課題 

(1) 通信回線の接続について 

現在通信回線の接続は、EDC が実施しており、同社では、2012 年 9 月末までに作業を完

了させる計画であるが、社内には通信専門の技術者はおらず、作業の監理についても技術

的に十分な対応ができない可能性があり、その場合は、工事の円滑化・迅速化に向けての

指導を行う外部の専門家の協力を得る必要がある。 

 

(2) 瑕疵担保保証期間等について 

中央給電指令所の建屋や SCADA 等の設備については、世界銀行の事業が終了した 2012

年 1 月 31 日の翌日を起点として 1 年間の瑕疵担保保証期間が設定されている。また、通

信回線・コミュニケーションシステムについては、接続が未完了の状態でコントラクター

より EDC に引き渡されたが、EDC では他の設備と同様の 1 年間の保証期間があると認識

しているものの、世界銀行では現時点では保障期間は設定されていないとしていることか

ら、今回、調査団はその確認を EDC 側に促した。また、1 年間の瑕疵担保保証期間後のメ

ンテナンスについては、メーカーから 5 年間のメンテナンス契約のオファーがあり、EDC

内で検討中である。 

 

(3) 訓練用シミュレーターの活用 

現在、EDC では、停電事故復旧操作は、主に OJT で口頭での技能伝達が行われているが、

中央給電指令所に設置された訓練用シミュレーターを利用すれば、事故後の迅速な系統復

旧操作等、系統操作の当事者である“Dispatchers”(3 交替勤務者)の実践的な技能向上の研修

が可能となる。しかし訓練用シミュレーターを活用した訓練を実施するためには、トレー

ナーの育成、シミュレーター訓練の評価体制の整備、評価結果の実務への確実な落としこ

み等、要員・制度について、体系的な整備・構築が必要である。 

現状、EDC では、通信設備の接続を完了させ中央給電指令所の運用を開始することを最

優先課題としているため、訓練用シミュレーターについては、一部職員がメーカーで研修

を受講したのみで、その使用に向けた準備は行っておらず、SCADA システムからシミュ

レーターシステムへのデータ送出回線はブロックされたままの状態である。 
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なおメーカーでの研修時には、トレーナー画面のみを使用し、シミュレーターを使った

訓練の“訓練フロー”についてのデモンストレーションを行った模様である。そのため EDC

側では、シミュレーター訓練を、そのデモンストレーションと同等のもの（画面上で、受

講者がひとりで学習する）と認識しており、シミュレーターの機能を正しく認識していな

いようであった（今回調査時に、口頭で、シミュレーターを使った訓練の概略を説明した

ところ、大まかな概念は掴めた模様）。EDC 側では、今後、訓練システムの使い方、訓練

の進め方等について、調査・修得を進めていくとのことであった。 

 

(4) 中央給電指令所の組織体制と業務内容についての構想 

EDC では、中央給電指令所の内部に以下の 4 つの部署の設置を検討している。 

1) 短期運用計画担当 

現状、発電計画等（設備計画も含む）を策定する計画部門と系統の運用部門との業務

上の連携がうまくいっておらず、同社では、中央給電指令所の運用開始に合わせて、短

期運用計画課を設置してこれを是正したいと考えている。主な業務内容は次のとおり。 

・発電運用計画 

・発電機と流通設備の予定停止計画調整 

・電力系統の解析（Time-domain Dynamic Computation 等を含む） 

2) 給電指令業務担当（1 日 3 交替） 

3) SCADA とコミュニケーションシステム （通信システム） 担当 

4) 中央給電指令所の機能維持、メンテナンス担当 

 

(5) ルール、マニュアル等の整備 

カンボジア電力庁（EAC）が制定した系統運用規則（Grid Code）は、一部記述が簡潔に

過ぎると思われる部分があるものの、電気の安定供給に資する“Code”という意味では、一

定程度技術的に説得力のあるものとなっている。しかし、事業者である EDC では、それを

ブレークダウンして定めるルールやマニュアル類は整備しておらず、実際の系統運用は、

人の経験と感覚に頼る業務の進め方となっている。 

このような実態については、EDC 側も問題として認識しており、ルール制定、マニュア

ル整備、研修実施等が必要と考えている。以下に、EDC が必要と考えている整備事項を列

挙する。 

1) 中央給電指令所における電力設備の予定停止計画調整業務のルール整備 

今後の基幹電力系統設備のメンテナンス時の設備停止や、設備の新増設工事に伴う設

備停止の増加を意識した整備事項である。現状、電力設備の予定停止に備えた事前検討

が不十分で、予定停止を可能とするために、必要以上に計画停電を実施している状況に

あり、このような状況を変えるための整備事項でもある。 

2) より正確な需要想定の方法 

今後、電力需要が増大し、全国規模での基幹電力系統の連系が進んでいくと、電力の

需給バランス確保、適切な発電余力の確保のために、より精度の高い需要想定が必要と

なってくる。 
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3) 日々の発電機の運転における、より経済的な出力配分の方法 

電力需要の増大に呼応して、今後、大容量の石炭火力発電所や貯水池式水力発電所の

建設が進んでくると、電力の安定供給のために発電力を確保することを大前提として、

水系の効率的・経済的運用も含めた、よりきめ細かい経済的な発電機の運転方法・出力

配分等を検討しておく必要がある。水系運用については、降雨量、河川流量等の統計的

処理が必要である。 

4) 周波数調整、電圧調整の方法 

現時点では、プノンペン基幹系統の規模に比べて、連系するベトナムの系統の規模が

圧倒的に大きいため、系統の周波数調整、電圧調整はベトナム側に依存している。しか

し、今後カンボジア国内の電力需要の増大、全国規模での基幹電力系統の連系が進むと、

カンボジア側でもベトナム系統と協調して、周波数調整、電圧調整を実施する必要があ

る 

5) ベトナムの系統への連系線が事故等で遮断された際の対応手法 

ベトナムへの連系線が事故等で遮断された際には、カンボジア側のみで系統の運転を

継続する必要がある。しかし、現状では、その手法について、系統特性定数の意味合い

等も含めた基礎的な考え方の整理がなされておらず、また事故等で周波数が下がった時

には、周波数を回復するために周波数低下リレー（Under Frequency Relay：UFR）が動

作するが、現状の UFR 整定では、過剰な量の負荷が遮断されてしまうという問題があり、

それらに対処する必要がある。 

6) リレー故障時の対応、リレー整定変更の方法 

研修センターでの研修で使用しているリレーは、現状のリレーシステムに合致してい

ない古いタイプであり、さらに事故時の故障電流を計算するソフトがないため、整定変

更に必要な事故電流さえも把握できていないのが現状である。 

 

４－３－３ 中央給電指令所の運用開始後の中長期的課題 

EDC では、基幹系統の拡大に伴い、中央給電指令所のほかに、将来的には、地域給電所、エ

リア給電所を複数設置する計画であり、①各給電所の管轄エリア（コントロールエリア）分担

の考え方、②各給電所、各発電所、各変電所等を結ぶコミュニケーションネットワーク構築の

考え方を中長期的な課題としている。 

なお、これについて、本詳細計画策定中に調査団に対し助言を求められたことから、系統運

用部門（中央給電指令所に係る部門）と、発電計画等の計画部門との間の人事交流を促進し、

日々の運用に預かる運用部門と計画部門との間で、業務知識・ノウハウの共有を図ることが、

業務の効率化・円滑化、要員の士気向上につながり、自律的・自立的に働く要員の育成、職場

の活性化に大いに役立つとの助言を行った。 

 

４－４ 保護リレーの維持管理・整定の現状と課題 

Relay Protection Office については、今後、保護リレーについて、設備やリレー自体の経年化が

進んでくると、リレー故障・不具合時に、隣接するリレーで故障したリレーの保護区間を補完保

護するための整定変更が必要になる等、迅速な対応が要求される。従って、Relay Protection Office

は、最新式デジタル保護リレーを含めた維持管理・制定を適切に行えるような能力向上が必要で
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ある。なお将来的にこの業務は、中央給電指令所で対応できる仕組みになるように整備すること

が有効と考えられる。 

 

４－５ 技術職員育成の現状と課題 

４－５－１ EDC Institute of Electrical Science（EDC 電力大学）の組織体制  

EDC では、職員の育成はこれまで EDC Training Center（EDC 研修センター）が担当してきた

が、同センターは社内教育コースに加え、学士号を授与できるコースを開設することとなり、

EDC 電力大学と名称を変更のうえ、組織改編を実施中である。学士号が授与されるコースは、

修業年限が 5 年間で、カリキュラムについては、2012 年末までにセンターの講師により策定さ

れる予定である。 

調査時点で、EDC 電力大学には 62 名のスタッフが勤務しており、そのうち 25 名が研修講師

である。なお、大学となった後も、経営主体は EDC のままで、組織的にも同社の一部門である

ことには変更がない。 

 

４－５－２ 送変電部門カリキュラム 

EDC 電力大学では、送変電部門の職員向けに、2012 年より下記 4 種類の送電、変電設備維持

管理に関するカリキュラムを開講している。しかし、いずれも理論の講義のみで実技研修はな

く、発展途上段階である。 

Basic Knowledge on Transmission Line 

Safety Work on Transmission Line 

Operation and Maintenance of Transmission Line 

Operation and Maintenance of Substation 

現在、送電、変電分野で各 3 名の講師がおり、彼らは EVN 研修所にて、保守・点検の研修

を受講し、一連の保守・点検作業が可能である。そこで、電力大学では、実技を含めた研修カ

リキュラムの見直しを計画している。 

 

４－５－３ 送変電設備保守・点検用工具及び訓練用設備 

EDC 電力大学には、フランス電力会社（EDF）が提供したヘルメット、安全帯、接地棒等が

整備されているが、送変電設備の保守・点検を行っていくうえで必要な工具・機器類は十分に

整備されていない。 
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また敷地内には、送電部が建設した実物大の 230kV 訓練用鉄塔（鉄塔高：約 50m）が 3 基あ

るが、構造上電線には張力がかけられていないことから、電線への乗出し等の訓練は出来ず、

鉄塔昇降の訓練しか行っていない状況であり、EDC 電力大学では昇塔、がいし交換、電線接続

等の実技研修ができる訓練用小型鉄塔の設置を強く望んでいる。 

変電所訓練用設備としては、訓練用断路器のみが設置されている。しかし、現実には変圧器、

避雷器、遮断器、断路器等の変電機器一式に対する訓練が必要なことから、講師、研修生が工

事、点検等で停止している変電所に直接出向き、その設備を活用した訓練を実施するのが有効

であると考えられる。 

 

 

 

４－５－４ 保護リレーカリキュラム 

現在は、保護リレーのセッティングに関して、トピックスに応じて、2 日～3 週間の研修を

実施している。講師は、メーカー出身者から 2 年間直接指導を受け、リレーに関する知識が豊

富な者が 4 名いる（2 名は送電部と兼務、2 名は研修センター専属）。 

研修では、EDF が提供した距離リレー（送電線主保護）、過電圧リレー、過電流リレー、差

EDF 提供の工具・機器類 

訓練用断路器 230kV 訓練用鉄塔 
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動継電器（Differential リレー：変圧器保護）を用いた実習を行っているが、これらは古いタイ

プの静止型のリレーである。しかし、EDC 実系統の変電所では、最新のデジタル型リレーが設

置されているので、実習でのセッティングは、全く参考にならないとのことであった。また。

この実習用リレーには、事故直後に当該設備の両端の遮断器を開き、事故区間を“除去”する機

能までは装備しているが、再閉路リレー機能（“除去”後再び、両端の遮断器を投入する機能）

がなく、さらに最も重要な距離リレーは現在故障中であり、修理のめどが立っていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方で、EDC 送変電部では、職員のリレー技術の向上の重要性を強く認識していることから、

保護リレー研修プログラムの充実、実習用最新保護リレーシステムの設置等が有効と考えられ

る。  

 

実習用静止型リレー 
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第５章 国際機関、他ドナーの協力状況 
 

５－１ 世界銀行の協力 

５－１－１ 「Rural Electrification and Transmission Project」 

世界銀行によるカンボジアの電力セクターに対する協力として、「Rural Electrification and 

Transmission Project」（2003 年～2012 年 1 月）がある。同プロジェクトは、地方電化支援と送電

網整備支援の 2 つのコンポーネントからなり、前者では配電網の拡充による電化（対象地域：

Sihanoukville, Battambang, Kampot, Kampong Speu）と「地方電化機関（REF：Rural Electrification 

Fund）を通じたオフグリッド電化の促進（対象地域：Kampong Thom, Kampong Speu, Pursat, Preah 

Vihear, Siem Reap, Mondul Kiri, Ratana Kiri）を実施し、後者ではベトナムとの連系線を含む南部

地域の送電網の建設（ADB との協調融資）を実施した。なお、同プロジェクト実施中の 2011

年 8 月、世界銀行は同行の支援で実施されたプノンペンの土地管理登記システムを用いて実施

された民間企業によるプノンペン市内の土地開発事業が、同行の環境社会配慮ガイドラインに

沿って実施されていないとして、カンボジアに対する新規プロジェクトを凍結し、現在新たな

プロジェクトの実施は予定されていない。 

 

５－１－２ 中央給電指令所建設への支援 

世界銀行は、上述の送電網整備支援の一部として、EDC の中央給電指令所の建設支援事業を

実施した。同事業では、カナダの SNC LAVALIN 社（後に、米国 General Electric 社が買収）がコ

ントラクターとなり、中央給電指令所の建屋建設及び SCADA システム等の設置に加え、SCADA

システム利用に係る人材育成支援が実施された。人材育成支援については、GE 社が、EDC の職

員 8 名をカナダに招へいし、7～8 カ月間にわたり、発送配電分野の SCADA Data Processing とプ

ノンペン電力系統に適合したシステムの Configuration 等についての研修を行った 。なお、研修

に参加した 8 名のうち、本調査時点で EDC に在職していたのは 5 名のみであった。 

また、本事業は中央給電指令所の建設地点決定の遅れなどにより、当初の計画より完工が遅

れていたが、世界銀行が 2012 年 1 月 31 日を最終期限に設定したため、EDC が実施していた通

信設備の接続が完了しないまま、事業は終了した。世界銀行では、中央給電指令所が、通信設

備の接続の未了により、調査時点においても運用が開始されていないことを重要な問題として

認識しているが、新規プロジェクトが凍結されている現状から、フォローアップ協力の計画は

なく、SCADA システムの維持・管理については、EDC 自身がその重要性を認識し進めていく

べきだとしている。 

 

５－２ アジア開発銀行の協力 

アジア開発銀行（ADB）はこれまで、「Greater Mekong Subregion Transmission Project」（2003 年

～2008 年）や「Second Power Transmission and Distribution Project」（2006 年～2013 年予定）を通

して、カンボジア電力セクターへの支援を実施してきた。調査時点で計画中のものとして、「Rural 

Electrification Project」がある。これは、西部及び南東部（Kampot, Siem Reap, Kandal and Takeo）

での配電網の拡張による地方電化事業である。実施期間は 2013～2018 年（5 年間）を予定してお

り、2013 年以降に、EDC に対する財務、経営面の人材育成を予定しているが、具体的な内容は検

討中である。 
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第６章 プロジェクトの概要 
 

６－１ プロジェクト名 

本プロジェクトは、「電力セクター育成技術協力プロジェクト（フェーズ 2）」（Capacity and 

Institutional Building of the Electric Power Sector（Phase2））という名称で採択されていたが、名称

に具体的な協力内容を反映させ、「送変電システム運営能力強化プロジェクト」（Project for 

Improvement of Transmission System Operation and Maintenance）とすることとした。 

 

６－２ プロジェクトの目的 

EDC の送変電事業の運営能力の向上により、「プノンペン送変電連系系統内で電力が安定的に

供給される」ことをプロジェクト目標とした。 

 

６－３ 期待される効果 

 本プロジェクトの期待される効果は次の 2 点とした。 

・成果 1. プノンペン送変電連係系統内における EDC の送変電設備の運用・維持管理能力が向上

する 

・成果 2. EDC の計画・スケジューリングから日々の実運用に至るまでの新たな系統運用業務の

実施基盤が整備される 

 

６－４ 活動内容 

成果 1 のための活動は、以下のとおり。 

(1) 送変電設備の維持管理の現状についてレビューと分析を実施する 

(2) 設備の巡視、点検作業のルールの作成及びルールを周知するためのセミナーを開催する 

(3) 作業用機器、研修教材を整備する 

(4) ルールの実践に関するトレーナー研修及びトレーナーによる職員への研修を実施する 

  

成果２のための活動は、以下のとおり 

(1) 現行の系統運用業務とそれに関連する運用計画策定業務のレビューと分析を実施する 

(2) 新たな系統運用業務の枠組の策定とそれにかかわるマニュアルを作成する 

(3) 作成したマニュアルに基づく研修教材の作成及び新たな業務内容を周知するためのセミ

ナーを開催する 

(4) 系統運用に関するトレーナー研修の実施及びトレーナーによる職員への研修を実施する 

 

６－５ ターゲットグループの選定 

成果 1 については、EDC 送変電部の職員及び EDC 電力大学の送変電分野の研修講師を対象と

する。 

成果 2 については、EDC 送変電部、配電部、発電部、EDC 電力大学の送変電分野の研修講師を

対象とする。 
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６－６ 留意点 

(1) NCC の稼働について 

EDC は、2012 年 9 月末をめどとして、NCC の稼働に必要な、NCC と各発電所・変電所を

接続する通信網の整備などを、機器やソフトウェアの製造メーカと調整のうえ、実施中であ

る。NCC が稼働した場合、本プロジェクトでは、そこで得られるデータや、NCC に設置さ

れているシミュレーターを活用して、より実践的な活動を実施することを合意した。 

 

(2) 供与機材の適切な管理 

M/D の中で供与機材の候補リストについて合意しており、具体的な選定は、事業開始後に

JICA と EDC の協議により実施する。また、供与機材、特に電力大学（Institute of Electrical 

Science）に供与される機材についても、EDC がその適切な管理に責任を持つことで合意した。 

 

(3) カウンターパート研修 

カウンターパート研修はフェーズ 1 の終了時評価結果に基づき近隣国（タイを想定）にお

ける実施を想定。カウンターパート研修に参加する EDC 職員の人選については、プロジェク

ト開始後に JICA と EDC の協議により実施することで合意した。 

 

(4) 専門家執務スペース 

専門家の執務スペースの設置場所については、今後 JICA と EDC で協議して決定すること

で合意した。 
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第７章 プロジェクトの評価 
 

７－１ 妥当性 

(1) 優先度 

  カンボジア政府の政策 

包括的な国家開発の枠組みを策定した通称「第 2 次四辺形戦略」に基づいて「国家戦略開

発計画 2009-2013 （National Strategic Development Plan Update 2009-2013）」が 2010 年に策定

されており、電力セクターにおいては、1)供給力の向上、2)低廉な電気料金、3)制度体系と

管理能力の強化の 3 つに重点を置くことが明示されている。さらにカンボジア全土で送電網

を整備し、都市部、州、村落部すべての電力需要に応えることや、EAC、EDC、関連省庁の

能力強化と機構改革を行って経営効率を向上し、供給電力の品質を改善することを掲げてい

る。本プロジェクトでは EDC の送電部門の維持管理能力の向上と系統運用の業務基盤の確立

を支援することによって、プノンペン送変電連系系統内での電力安定を実現することをめざ

しており、カンボジア政府の政策と整合性がある。 

 

  わが国の援助方針 

わが国の「対カンボジア国別援助計画」の中で、電力セクターの整備は「社会経済開発の

ための基盤整備」の重要な課題として取り上げられている。その援助方針としてインフラ整

備の面で首都と地方との格差を埋め、中長期的かつ全国的な視点で政策立案、技術・技能者

育成のための技術協力、資金協力に取り組むことを掲げており、本プロジェクトはその方針

に則っている。わが国の電力セクターの支援は、有償資金協力による「メコン地域電力ネッ

トワーク整備事業（カンボジア成長回廊）」でシハヌークビル－カンポット間の送電線の整備

等が進められており、本プロジェクトも対カンボジアの電力セクター支援プログラムのひと

つとして位置づけられる。また本事業によって送変電設備や系統運用に関する EDC の能力が

強化されれば、上記の円借款事業によって建設された送電線が適切に維持管理されると期待

される。 

 

(2) 必要性 

  対象機関のニーズ 

EDC は前述の「メコン地域電力ネットワーク整備事業」による送電線建設を始め、2009

年に首都プノンペンに電力を供給するプノンペン系統をベトナムの系統と連系させた。新規

の IPP 発電所からの電力を供給するための送電線を建設するなど、国内の基幹送電網の整備

を推進している。基幹送電系統の主要部分は EDC が維持管理の責任を負っており、現在建設

中のシハヌークビル－カンポット送電線（亘長 82km）や 2013 年に運転開始予定のオサマン

変電所は、運転開始後に EDC へ維持管理部分が移管されることになる。一方 EDC の送変電

部は 2008 年に新設されたが、メンテナンスや修理に熟知した人材の育成が依然として必要で

ある。さらに EDC では送変電設備に関する維持管理のルールが整備されておらず、送変電設

備の巡視や点検ルールの整備が急務である。2012 年 1 月には世界銀行の支援によってプノン

ペン市内に中央給電指令所（NCC）が建設され、現在は運転開始の準備が進められているが、

給電運用に関するルールの整備と運転者の育成が喫緊の課題となっている。 
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  対象地域のニーズ 

プノンペン地域の需要家 1 軒当たりの日平均停電時間は、2008 年度の 33.8 分から 2010 年

度には 6.9 分と大幅に改善されているが、改善された要因はベトナムからの電力輸入の開始

により電力不足による停電時間が改善されたためである。送変電設備の不具合に起因する停

電時間は 3.7 分から 4.4 分へと悪化しており、送変電設備の維持管理能力を向上させること

によって、安定した電力供給を行える体制を整備する必要がある。 

 

(3) 手段としての妥当性 

プノンペン送変電連系系統内での電力供給の安定は EDC の大きな課題である。このために

は多くの取り組みが必要だが、近年はプノンペン系統をベトナムの系統と連系させるなど、

電力需要に応えるために国内の基幹送電網の整備が推進され、電力供給の安定に取り組んで

いる。他系統との連系は今後も進められる予定であり、送変電設備を適切に維持管理してい

く必要性が高い。また系統間の連系が進められた場合、電力供給の指令系統が統一され、適

切に系統運用業務が遂行される必要がある。したがって、本プロジェクトは、対象地域にお

ける電力安定のために適切なアプローチをとっているといえる。 

カンボジアでは電力需要の大きいプノンペン市で安定した電力供給を行うことが課題で

あるが、本プロジェクトではプノンペン系統内地域を対象としており、カンボジア電力セク

ターが抱える課題に対応している。また電力需要が大きい同地域をプロジェクトの対象地域

としたことは適切だったといえる。 

これまでのカンボジアへの支援については，各国のドナーが様々な援助を行ってきた。近

年では ADB、中国等がグリッドの拡張によって地方電化を援助しているほか、世界銀行と

ADB の協調融資によって地方電化の促進と NCC の建設が実施された。本プロジェクトでは、

送変電設備の維持管理能力の向上と系統運用業務の基盤の強化を行うため、これを実施する

ことによって他ドナーの支援内容との相乗効果をカンボジアの電力セクターにもたらすとい

える。 

 

７－２ 有効性 

 本プロジェクトは以下の理由から有効性が認められる。 

(1) プロジェクト目標の内容とアウトプットとの関係 

プロジェクト目標は「プノンペン送変電連系系統内で電力が安定的に供給される」と設定

した。これを達成するために、(1)2008 年に新設された送変電部門による関連設備の維持管理

能力の向上、(2)系統運用業務の基盤整備の 2 つのアプローチを取ることとした。送変電設備

の巡視・点検の実施を徹底し、設備の維持管理が適切に実施されれば事故が未然に防げ、事

故による停電の低減につながる。系統運用の業務実施体制1が整備され、発電計画部門と日々

の電力供給に預かる系統運用部門とが部門横断的な連係を強化して、計画と運用の一体化・

効率化を進めれば、計画停電実施時間・頻度の減少、経済性を考慮した適切な需給バランス

確保等をめざした動きにつながり、電力供給の安定性が増す。したがって、これらのアプロ

ーチはプロジェクト目標を達成するために有効な手段である。 

                                                   
1 具体的には設備新増設・保全のための既存設備の停止計画調整ルールとその実施体制の整備等を指す。 
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プロジェクト目標の指標は、(1)プノンペン送変電連系系統内で、送変電設備における大き

な事故2やトラブルが発生しない、(2) プノンペン送変電連系系統内で、停電時間、停電回数

が減少する、と設定した。ただし停電時間や停電回数は、電力需給等の要因も含まれるケー

スもあるので、事故原因や他の要素をレビューし専門家が総合的に判定することとなる。 

 

(2) 外部条件 

プロジェクト目標の達成に必要な外部条件を「EDC が設備の維持管理や研修実施に適切に

予算を配分する」と設定した。プノンペン連係系統内の送変電設備は比較的新しい設備が多

いが、適切な維持管理を実施するためにはある程度の予算が維持管理に割りあてられる必要

がある。これまで EDC の職員研修は EDC のトレーニングセンターが実施してきたが、2012

年に EDC Institute of Electrical Science という大学に改編された。EDC へのヒアリングによれ

ば、大学となっても EDC の 1 組織であり、予算は EDC から配分されるとのことである。大

学となった後もこれまでどおり、EDC から職員研修のための予算が適切に配分されるように

モニタリングする必要がある。 

 

７－３ 効率性 

 本プロジェクトは以下の理由から効率的な実施が見込める。 

(1) 活動面の効率性 

本プロジェクトではルール整備や研修教材作成をカウンターパートと JICA 専門家が共同

で遂行し、まずカウンターパートをトレーナーとして育成する。プロジェクト期間の後半に

は、育成されたトレーナーが関連部署の職員を対象として内部セミナーや OJT を実施する予

定である。トレーナー育成期間と、一般職員向けの OJT を実施するための期間はバランスよ

く確保しており、無理のない計画となっている。 

JICA では MIME、EAC、EDC を対象として「カンボジア国電力セクター育成技術協力プ

ロジェクト（2004 年～2007 年）」を実施した。EDC は JICA の技術協力スキームの経験を有

するため、スムーズにプロジェクトを開始でき、その後の活動も円滑に進むと考えられる。 

プロジェクトの活動にはいくつかのクリティカル・パス、つまりひとつの活動が終了しな

いと次の活動に移行できないポイントがいくつかあるため、活動が遅れないようその進捗を

管理する必要がある。維持管理や系統運用に関するルール・枠組の作成、訓練機器の調達、

研修教材の作成等が特にモニタリングする必要が高い活動である。 

 

(2) 外部条件 

本プロジェクトの効率性を確保する条件として、1)研修を受けた EDC 職員が送変電部から

異動しない、2)自然災害などで送変電設備に大規模な損害が発生しない、の 2 項目を設定し

た。これら 2 つの項目は成果（アウトプット）達成のための重要な項目であるため、プロジ

ェクト活動中もモニタリングをする必要がある。 

 

 

                                                   
2 変電機器の火災、電線の断線など 
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７－４ インパクト 

(1) 上位目標達成の見込み 

本プロジェクトの上位目標は「プノンペン連系系統内で電力が安定的に供給される」と設

定した。上位目標の達成度を測る指標には、電力セクターで運用・効果指標として通常活用

される「需要家 1 軒当たりの年間停電時間と停電回数」の指標を活用する。本プロジェクト

の実施によって、送変電部設備に起因する大きな事故が発生せず、適切な系統運用が実施さ

れればプノンペン連系系統内での電力の安定供給に貢献するといえる。ただし、上位目標達

成のためには、1)プノンペン連系系統内の発電所から計画どおりに電力が供給されること、

2) 周辺諸国から電力が安定的に輸入されること、3)プノンペン連携系統内の配電部門が適切

に設備の維持管理を行うことも必要不可欠な要素であり、これらの条件が満たされる必要が

ある。 

 

(2) 波及効果 

EDC では現在基幹送電線網の整備を進めており、将来は国内の送電網がつながる予定であ

る。本プロジェクトでは、プノンペン変電連系系統内の送変電設備の維持管理向上と系統運

用の基盤確立を対象としているが、国内の基幹送電網が整備された場合は、本プロジェクト

で強化された能力を活用して、国内の全系統の基幹送電網と変電所設備の維持管理、系統運

用の業務を実施していくことになる。この点で波及効果が期待できるといえる。 

 

(3) ネガティブなインパクト 

本プロジェクトは設備の維持管理の能力向上と系統運用の業務基盤の体制整備を実施す

るため、関連する活動によってネガティブなインパクトが発生する可能性は低いと考えられ

る。 

 

７－５ 持続性 

(1) 政策・制度面 

前述のとおり、国家戦略開発計画（2009-2013）では電力セクターの人材育成は重要項目の

ひとつとして掲げられている。これまで電力セクター関連の政策が変更されるような要素は

みあたらず、今後も本プロジェクトはカンボジアの電力セクターの政策との整合性を保てる

といえる。 

 

(2) 財政面・組織面 

EDC の送変電部は 2008 年に設立されたが、NCC の新設に伴い現在も人員体制を整備して

いるところである。送変電設備の維持管理を担当する課である Transmission System Unit では、

本件調査時点では大きな人事異動はなく、課の人員も昨年より微増している。設立されたば

かりの中央給電指令所ユニット（National Control Center Unit）は、現在組織体制を検討して

いるところであり、まだ検討中の要素が多いが、送電部では関連部署から NCC を適切に運

営できる人材を確保したいと考えている。NCC ユニットでは、NCC の詳細な役割や機能が

明確に定義された後に人員体制も確立すると考えられるので、プロジェクト開始後、NCC の

人員体制について再確認する必要がある。 
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財政面に関しては、EDC では過去 5 年経常黒字を出しているため、送変電設備の維持管理

や職員の研修予算はある程度確保されると考えられる。 

 

(3) 技術面 

本プロジェクトではプロジェクト期間の前半で送変電の維持管理と系統運用に関するキ

ーパーソンをトレーナーとして育成するアプローチを取っているため、プロジェクト期間終

了後も育成されたトレーナーが EDC の職員に対して研修や OJT を実施し、EDC 職員の技術

レベルを向上していけると期待される。またプロジェクトでは EDC Institute of Electrical 

Science の講師もカウンターパートに配置し、対象分野の講師の能力強化を行うだけでなく、

プロジェクトで検討した研修プロジェクトを EDC Institute の短期研修コースとするため、プ

ロジェクト終了後も Institute の正規プログラムとして継続されることになる。したがって技

術面の持続性は確保されるといえる。 



 

 

 

 

 

付 属 資 料 

 

 

１．事業事前評価表 

２．詳細計画策定調査協議議事録（M/M） 

３．合意文書（MOU） 
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国際協力機構 産業開発・公共政策部 資源・エネルギーグループ  

資源・エネルギー第一課 

１．案件名                                           

 国 名：カンボジア王国 

 案件名：送変電システム運営能力強化プロジェクト 

 Project for Improvement of Transmission System Operation and Maintenance  

 

２．事業の背景と必要性                                     

(1) 当該国における電力セクターの現状と課題 

カンボジアは、経済成長に伴い、電力需要が 2003 年～2010 年の間に最大電力・発電電力

量ともに年平均 20%以上の高い伸びを示し、これに対応するため安定的な電力の供給体制の

構築が課題となっている。このうち、発電事業については、主として独立系発電事業者（IPP）

が担い、系統運用を含む送配電事業については、電力関係機関の中核を占めるカンボジア電

力公社（EDC）が担っている。 

現在 EDC は、日本をはじめとする海外ドナーの協力により、特に首都プノンペンを中心と

する南部地域で、高圧送電網の整備を推進しており、2009 年にはベトナムからの輸入電力を

同地域に供給する送電線を建設し、現在は、新規に完成する IPP の発電所からの電力を同地

域に供給する送電線等を建設中である。さらに 2012 年 1 月には、SCADA システム1が導入さ

れた中央給電指令所が建設されたことから、電力系統を適切にコントロールし経済的かつ高

品質な電力供給を行う系統運用業務2を実施するためのインフラも整備されている。 

一方、JICA が実施した「カンボジア国電力セクター基礎情報収集・確認調査」（2012 年 3

月）によると、EDC には、これら新規に整備された設備の運用、維持・管理に関する能力・

経験を有する職員が不足しており、電力の安定供給を行ううえでの大きな懸念材料となって

いることから、送変電分野に携わる EDC 職員の人材育成に焦点をあてた取り組みを進める必

要性が指摘されている。 

 

(2) 当該国における電力セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

カンボジアでは、包括的な国家開発の枠組みを策定した第 2 次四辺形戦略に基づいて「国

家戦略開発計画 2009-2013 （National Strategic Development Plan Update 2009-2013）」が 2010

年に策定されており、電力セクターにおいては、1)供給力の向上、2)低廉な電気料金の実現、

3)関係機関の能力強化の 3 つに重点を置くことが明示されている。3 つ目の重点項目に関し

ては、カンボジア電力庁（EAC）、EDC や関連省庁の管理能力強化と機構改革を行って経営

効率を向上することと供給電力の品質を改善することを掲げている。 

本プロジェクトは、プノンペン連系系統地域3での電力供給の安定性向上に資するため、

EDC の送変電設備の維持管理能力の向上と系統運用の業務基盤を確立することをめざすも

のであり、本プロジェクトの成果をベースに EDC が電力供給の品質改善にさらに取り組むこ

とで、電力セクターの目標に貢献できる。 
                                                        
1 コンピュータを用い、遠隔地の設備の操作及び状態の監視を行うシステム 
2 電力の需給をバランスさせ、送電設備の停止・復旧や潮流監視等の電力系統の管理を行うこと 
3 プノンペンを中心に送電線で接続された地域（プノンペン特別市、カンダル州、タケオ州、カンポット州、シアヌークビル

特別市） 
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(3) 電力セクターに対するわが国及び JICA の援助方針と実績 

わが国の「対カンボジア国別援助計画」の中で、電力セクターへの協力は「社会経済開発

のための基盤整備」の重要な課題に位置付けられている。 

カンボジアの電力セクターに対しては、これまで有償/無償資金協力、技術協力など多くの

支援を実施している。無償資金協力では、「モンドルキリ小水力地方電化計画（2007～2008 年）」

「プノンペン電力供給施設整備・拡充計画（2004 年）」を実施し、技術協力プロジェクトの

「カンボジア電力セクター育成プロジェクト（2004～2007 年）」では、電力技術基準の作成

と実施支援を行った。現在は有償資金協力の「メコン地域電力ネットワーク整備事業（カン

ボジア成長回廊）」（2007年 3月L/A調印）でシアヌークビル－カンポット間の送電線（230kV、

2 回線、78km）を整備中である。 

 

(4) 他の援助機関の対応 

カンボジア電力セクターについては、わが国以外に、世界銀行（WB）、アジア開発銀行

（ADB）、国連工業開発機関（UNIDO）、ドイツ復興金融公庫(KfW)、中国、韓国が主な援助

機関となっている。WB は、「Rural Electrification and Transmission Project（2003 年～2012 年 1

月）で地方電化支援と送電網整備支援を実施した。ADB は「Greater Mekong Subregion 

Transmission Project (2003-2008)」で、WB との協調融資によって南部地域の送電網の建設・

送電線整備による周辺地域の電化を促進し、EDC の送変電・配電部門への技術協力も実施し

た。また「Second Power Transmission and Distribution Project （2006-2013）」では、JICA、ADB

との協調融資によりシアヌークビル－カンポット間の送変電設備を建設している。さらに

2013 年から「Rural Electrification Project」で地方部の配電網の拡張、配電事業に係る EDC 職

員の能力向上、財政・事業計画関連の能力向上を実施する予定である。中国、韓国は水力発

電所の建設や送電網の整備等に資金を提供している。UNIDO では、環境面からのアプローチ

により、国内の変圧器に含まれるポリ塩化ビフェニル（PCB）の処理規程の策定と適切な処

理方法の定着支援を予定している。 

 

３．事業概要                                           

(1) 事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

本事業は、プノンペン連系系統内地域において、EDC の送変電設備の維持管理能力の向上

と、系統運用の業務基盤を確立することによって、プノンペン送変電連系系統内4での電力の

安定供給を図り、よって配電系統5を含むプノンペン連系系統全体における電力の安定供給に

寄与するものである。 

 

(2) プロジェクトサイト／対象地域名 

プノンペン連系系統内地域（プノンペン特別市、カンダル州、タケオ州、カンポット州、

シアヌークビル特別市：総面積 13,537km2、総人口約 510 万人） 

 

 

                                                        
4 プノンペン連系系統のうち、230kV/115kV 送変電設備で構成される部分 
5 プノンペン連系系統のうち、22kV 以下の配電設備で構成される部分 
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(3) 本事業の受益者（ターゲットグループ） 

EDC 送変電部、配電部、発電部の職員、EDC Institute of Electrical Science（EDC 電力大学）

の講師 

 

(4) 事業スケジュール（協力期間） 

2013 年 1 月～2015 年 9 月を予定（計 33 カ月） 

 

(5) 総事業費（日本側） 

約 2.8 億円 

 

(6) 相手国側実施機関 

カンボジア電力公社（Electricite Du Cambodge: EDC） 

 

(7) 投入（インプット） 

1) 日本側 

 専門家派遣（86MM） 

 チーフアドバイザー 

 送電設備（分野総括、ルール策定、現業技能） 

 変電設備（分野総括、ルール策定、現業技能） 

 系統運用（分野総括、SCADA、リレー、通信） 

 組織/研修マネジメント 

 研修マネジメント/調整員（長期） 

 機材供与 

 周辺国でのカウンターパート研修 

 現地業務費 

 

2) カンボジア側 

 カウンターパート配置 

 Project Director：EDC 副総裁（企画・技術担当） 

 Project Manager：EDC 送変電部長 

 Project Co-Manager：EDC 電力大学責任者 

 その他カウンターパート（EDC 送変電部、配電部、発電部の職員、EDC Institute 

of Electrical Science（EDC 電力大学）の講師） 

 プロジェクト事務所スペースと設備 

 

(8) 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境に対する影響/用地取得・住民移転 

①カテゴリ分類：C 

②カテゴリ分類の根拠 

本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010 年 4 月公布）上、環境へ
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の望ましくない影響は最小限であると判断されるため。 

 

2) ジェンダー・平等推進/平和構築・貧困削減 

本プロジェクトの実施によるジェンダー・貧困層への負の影響はないと考えられるため、

特になし。 

 

(9) 関連する援助活動 

1) わが国の援助活動 

ADB との協調融資による有償資金協力「メコン地域電力ネットワーク整備事業（カンボ

ジア成長回廊）」によってシアヌークビル－カンポット間の送電線整備が現在実施中であ

る（2007 年 L/A 調印）。本プロジェクトで EDC の送変電設備に関する維持管理能力が強化

されれば、有償資金協力によって建設された送電設備も適切に維持管理されることになり、

本プロジェクトとの相乗効果が期待できる。 

 

2) 他ドナー等の援助活動 

ADB では 2013 年から「Rural Electrification Project」で地方部の配電網の拡張、配電事業

に係る EDC 職員の能力向上、財政・事業計画関連の能力向上を実施する予定である。本プ

ロジェクトとは重複しないが、支援対象機関が同じ EDC であるため適宜その進捗を確認し

ておく必要があるといえる。 

 

４．協力の枠組み                                          

(1) 協力概要 

1) 上位目標： 

プノンペン連系系統地域で電力が安定的に供給される 

指標： 

 プノンペン連系系統地域の需要家 1 軒当たりの年間停電回数（SAIFI） 

 プノンペン連系系統地域の需要家 1 軒当たりの年間停電時間（SAIDI） 

 

2) プロジェクト目標： 

プノンペン送変電連系系統内で電力が安定的に供給される 

指標：  

 プノンペン送変電連系系統内で、送変電設備における大きな事故やトラブル6が発生

しない 

 プノンペン送変電連系系統内で、停電時間、停電回数が減少する7 

 

3) 成果及び活動 

成果 1：プノンペン送変電連系系統内における EDC の送変電設備の運用・維持管理能力が

向上する 

                                                        
6 変電機器の火災、電線の断線など 
7 ただし電力需給等の要因も含まれることがあるので、事故原因や他の要素をレビューし専門家が総合的に判定する。 
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指標： 

1-1. 作成されたルールに基づいて、送変電設備の巡視・点検が実施されている 

1-2. 巡視・点検により発見された送変電設備の変化（錆の発生等）に対して、適切な対応

が取られることで、設備における事故・トラブルが未然に防げる 

1-3. 技能認定されたトレーナー（送変電維持管理）が xx 人育成される8 

活動：送変電設備の維持管理の現状レビュー、維持管理関連のルール作成、作業用機器と

訓練用設備の整備、トレーナー（送変電維持管理）認定基準の作成、トレーナー（送

変電維持管理）研修の実施、ルール周知のための内部セミナー（送変電部のエンジ

ニア対象）の開催、研修教材の作成、EDC 電力大学の EDC 職員向け短期研修コー

スへの研修プログラム組み込み、一般職員（送変電部のエンジニア）向けの研修実

施 

成果 2：EDC の計画・スケジューリングから日々の実運用に至るまでの新たな系統運用業

務の実施基盤が整備される 

指標： 

2-1. 設備の作業停止計画に関するルールに基づいて停止業務が実践されている（部門間の

情報伝達・共有、連携がスムーズに行われている） 

2-2. 保護リレー9を運用できるようになる 

2-3. SCADA システムの維持管理とそれを活用した系統運用業務ができるようになる 

2-4. 各部でトレーナー（系統運用）が xx 人育成される10 

活動：現行の系統運用業務の計画・スケジューリング業務のレビュー、部門横断的な新た

な系統運用の枠組の決定、系統運用業務のマニュアル作成、研修教材の作成、トレ

ーナー（系統運用）研修の実施、新たな系統運用のマニュアルや業務フロー等を周

知するための内部セミナー開催（送変電部のエンジニア対象）、EDC 電力大学の EDC

職員向け短期研修コースへの研修プログラム組み込み、一般職員（送変電部・発電

部・配電部のエンジニア）向けの研修実施 

 

4) プロジェクト実施上の留意点 

①プロジェクトデザイン 

本プロジェクトの目標である「プノンペン送変電連系系統内で電力が安定的に供給さ

れる」を達成するため、2 つの点から活動を実施する。1 つ目は、送電系統の設備（ハー

ド面）に注目し、EDC の送変電設備の運用・維持管理能力の向上を支援する（成果 1）。

2 つ目は、送電系統の運用（ソフト面）に注目し、EDC の計画・スケジューリングから

日々の実運用に至るまでの新たな系統運用業務の実施基盤整備を支援する（成果 2）。 

また、本プロジェクトで設定した 2 つの成果では、カウンターパートの中から、送変

電部の日常業務におけるリーダーや EDC 電力大学の送変電分野の研修講師となるトレ

ーナーの候補を選抜・育成し、その後育成されたトレーナーが他の職員へ指導するよう

                                                        
8 認定は、専門家・EDC 送変電部・電力大学で実施する試験により行う。トレーナー候補の選定方法は、活動 1-1 の現状把握

の活動実施後に決定する。 
9 電力系統に発生する落雷などの事故を高感度に検出し、事故区間を系統から高速に切り離すシステム 
10 認定は、専門家・EDC 送変電部・電力大学で実施する試験により行う。トレーナー候補の選定方法は、活動 1-1 の現状把握

の活動実施後に決定する。 
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活動を組み立てている。トレーナーの育成は、単にトレーナー養成研修を実施するだけ

でなく、その前段の活動である現状のレビュー、新たな系統運用の枠組の決定、各種ル

ールの作成、研修教材の作成等をカウンターパートが JICA 専門家と共同で行うことに

よって、トレーナーとしての知識、スキルを身につけることとする。 

 

②指標について 

プロジェクト目標の指標である「プノンペン送変電連系系統内で、停電時間、停電回

数が減少する」は、送変電関連のトラブルに起因する停電時間や回数についてプロジェ

クト活動を開始した後にベースラインを測定する必要がある。成果 2 の系統運用に関す

る活動の中で、停電事故の原因分析と適切な統計処理の能力強化も実施する予定であり、

この活動によってプロジェクト目標の指標 2 のベースラインを測定することになる。 

成果 2 の保護リレーと SCADA に関係する指標は、活動で系統運用に関する枠組を決

定した後に本プロジェクトがめざすレベルを設定することになるため、当該活動が終了

する時期（事業開始後 10 カ月）に指標の目標値を設定する。 

成果 1 と 2 で育成されたトレーナーの数を指標として設定している。具体的な目標人

数は活動で現状レビューを行った後に設定することとする。 

 

③その他インパクト 

EDC では現在基幹送電線網の整備を進めており、将来は国内の送電網がつながる予定

である。本プロジェクトでは、プノンペン連系系統内の送変電設備の維持管理能力向上

と系統運用の業務基盤の確立を主な支援内容としているが、国内の送電網がつながった

場合は、この強化された能力を活用して、国内全体の系統の送変電設備の維持管理と系

統運用の業務を実施していくことになり、効果の全国への波及が期待できるといえる。 

 

５．前提条件・外部条件 (リスク・コントロール)                          

 先方政府とは未協議のため今後確認が必要だが、プロジェクト開始のための前提条件、その他

の外部条件は以下のように考えられる。 

(1) 事業実施のための前提 

 EDC が専門家執務スペースの確保やカウンターパートの配置を実施する 

 EDC が設備の維持管理や研修実施に適切に予算を配分する 

 

(2) 成果達成のための外部条件 

 研修を受けた EDC 職員が、送変電部から大規模に異動しない 

 自然災害などで送変電設備に大規模な損害が発生しない 

 

(3) プロジェクト目標達成のための外部条件 

 特になし 

(4) 上位目標達成のための外部条件 

 プノンペン連系系統内の発電所から計画どおりに電力が供給される 

 周辺諸国から電力が安定的に輸入される 
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 プノンペン連系系統内で EDC 配電部が適切に設備の維持管理を行う 

 

６．評価結果                                           

本事業は、カンボジアの開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致しており、また

計画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 

 

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用                           

鉱工業エネルギー省（MIME）、EAC、EDC を対象として 2004 年～2007 年に実施された「電力

セクター育成技術協力プロジェクト」の終了時評価調査では、(1)地域の実情に合った研修コース

の実施、(2)ベースライン調査の実施、(3)既存施設・人材の能力強化が教訓として挙げられている。

本プロジェクトでは、類似した設備を有する周辺諸国でのカウンターパート研修の実施、プロジ

ェクトの初期段階での現状調査の実施によるベースライン把握と目標値の設定、基礎統計を収集

する活動をプロジェクト活動の一環に含め、既存人材の能力強化を行うこと等を計画に含めてい

るため、教訓を活かしたプロジェクトデザインとなっている。 

 

８．今後の評価計画                                         

(1) 今後の評価に用いる主な指標 

  ４．(1)のとおり 

 

(2) 今後の評価計画 

事業開始後 6 カ月以内 ベースライン調査 

事業終了 6 カ月前 終了時評価 

事業終了 3 年後 事後評価 
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